
戦略 5 快適「やまなし」構築戦略



産業・生活を支える交通インフラの充実

「山梨県総合計画」政策別実施状況

政策 1 産業・生活を支える交通インフラの充実 計画掲載施策数 6

【政策の基本的な考え方】

　農産物などを含めた原材料や製品などの物流、スムーズな観光地等へのアクセスなど、

交通ネットワークは、産業活動に重要な県内外のヒトやモノの流れを支える役割を果た

しています。特に、リニア中央新幹線の開業により大幅に短縮した時間距離のメリット

を、全県に波及させるための交通網の整備が重要となります。

　また、日常の買い物や医療機関への通院、通勤・通学など、地域での快適な生活のた

めに、道路などの施設と併せて、県民の足となる公共交通の確保を図る必要があります。

　このため、新山梨環状道路などの地域高規格道路や高速道路などの整備により、快適

な交通ネットワークの充実を図るとともに、ＩＣＴ技術などを活用した自動運転など、

次世代モビリティ・システムの検討・推進を含め、公共交通の確保や公共交通を補完す

る新たな交通サービスの導入に向けた取り組みを進めます。

令
和
2
年
度
の
主
な
取
り
組
み
状
況

項　　　　　　　目 頁 担 当 部 局

○ 高速道路ネットワーク等の整備の促進 P.113 県 土 整 備 部

○ 県内各地域をつなぐ道路ネットワーク整備の推進 P.113 県 土 整 備 部

○ ＪＲ中央線・身延線の利便性向上 P.114 県 民 生 活 部

○ 地域公共交通等の確保 P.114 県民生活部　外

○ 高齢者の交通事故防止対策の推進 P.115 警 察 本 部

○ ＪＲ中央線トンネルにおける携帯電話の不通話区間の解消 P.115 総 務 部

事 

業 

費

施策・事業の実施に要した事業費（本年度までの実績額） 33,093 百万円

前年度までの事業費 14,509 百万円

本年度の事業費 18,584 百万円

戦略 5 快適「やまなし」構築戦略
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産業・生活を支える交通インフラの充実

成
果
指
標
の
達
成
状
況

（成果指標に関連する）施策名	 （成果指標担当部局名）

成　果　指　標
基 準 値

（基準年度）
A

目 標 値

（目標年度）
B

現 況 値

（現況年度）
C

進捗率（%）

5 － 1 － 2　県内各地域をつなぐ道路ネットワークの整備の推進	 （県土整備部）

広域道路ネットワークに資する路
線の整備延長

0㎞

（H30）

16.5 ㎞

（H30 ～ R4 累計）

4.0 ㎞

（R  2）
24.2

主要渋滞箇所の対策箇所数
30 箇所

（H30 累計）

35 箇所

（R  4 累計）

31 箇所

（R  2 累計）
20.0

街路の整備延長
約 0.9 ㎞

（H30）

約 1.5 ㎞

（H30 ～ R4 累計）

1.4 ㎞

（R  2）
83.3

5 － 1 － 4　地域公共交通等の確保	 （県民生活部）

バス輸送人員
9,953 千人/年

（H29）

10,246千人/年

（R  3）

12,060 千人 /年

（R  1）
719.1

自家用有償旅客運送実施箇所
8箇所

（H30）

23 箇所

（R  4）

8 箇所

（R  2）
0.0

C－A
B－A

×100
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主要な施策の成果

産業・生活を支える交通インフラの充実

（予算科目　単位：千円）

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

高速道路ネット
ワーク等の整備の
促進

道路橋りょう総務費 　産業・観光振興や災害発生時の輸送路確保に向けて、

本県と県外とを結ぶ高速道路等の整備を図るため、中

央自動車道小仏トンネル付近をはじめとする渋滞対策

事業を促進するとともに、中部横断自動車道の事業中

区間の確実な完成と、未着工区間である長坂～八千穂

間の国による環境アセスメントの手続きを推進した。

　また、既存の高速道路の有効活用を図り、地域経済

の活性化を推進するため、スマートインターチェンジ

の整備を推進した。

　これにより、高速道路等の計画的な整備が促進され、

令和 3年の中部横断自動車道静岡～山梨間全線開通に

寄与した。

　また、（仮）甲府中央スマートＩＣでは、事業に関

する基本協定を締結した。

①高速道路整備の要望活動の実施� 　8 回

②整備促進期成同盟会等の開催・参加� 　5 回

③スマートＩＣの整備

（ 6,500）

【高速道路推進課】

①②③

［ 6,500］

③

県内各地域をつな
ぐ道路ネットワー
ク整備の推進

道路橋りょう建設費 　県内各地域間の交通円滑化を図るため、高規格道路

をはじめとする広域道路ネットワークと日常生活に密

着した幹線道路の整備を計画的に進めた。

　更に、新山梨環状道路・東部区間については、リニ

ア中央新幹線開業までの全線供用を目指し整備を進め

るなど都市部において、中心市街地や地域拠点へのア

クセス向上、市街地内の渋滞解消を目的に、都市の骨

格となるネットワークの整備を実施した。

　これにより、高規格道路・一般広域道路・主要幹線

道路などの整備を推進した。

①国道 411 号　外 6路線� 　延長 3.3 ㎞

②新山梨環状道路（東部区間）の整備

③街路の整備� 　延長 0.2 ㎞

④高規格道路等の検討

（ 22,428,899）

12,805,471

【道路整備課】

①②

【高速道路推進課】

④

【都市計画課】

③

［ 9,623,428］

①②

道路橋りょう整備費

（ 2,335,619）

1,418,395

［ 917,224］

①②

道路橋りょう総務費

（ 13,521）

13,418

①②④

街 路 事 業 費

（ 6,499,579）

4,151,137

［ 2,348,442］

③
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（予算科目　単位：千円）

産業・生活を支える交通インフラの充実

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

ＪＲ中央線・身延
線の利便性向上

交通安全推進費 　県内外への通勤や通学など「日常の足」として利用

する県民や観光客の利便性向上のため、沿線市町村等

と連携しながら、鉄道事業者や国などに対し強力に要

望していくとともに、鉄道通学支援制度を実施し鉄道

の利用拡大を図った。

　これにより、利用者の待ち時間の解消となる特急と

普通列車の接続の短縮を図るとともに、進学を契機と

した転出等の抑制につなげた。

①ＪＲ東日本に対して沿線 9市と連携した要望活動の

実施� 　令和 2年 11 月

②ＪＲ東日本に対して中央東線高速化促進広域期成同

盟会を通じた要望活動の実施� 　令和 2年 11 月

③鉄道通学支援制度の利用者� 令和 2年度　239 人

（ 43,839）

【交通政策課】

①②③

37,049

①②③

地域公共交通等の
確保

交通安全推進費 　県民の生活の足となる地域公共交通を確保するた

め、バス事業者や市町村等と連携してバス路線の再編

整備を進めるとともに、自動運転など次世代モビリ

ティ・システムの導入を検討・推進した。

　また、公共交通空白地における交通弱者の移動手段

を確保するため、新たな交通サービスの導入に取り組

んだ。

　これにより、地域公共交通における課題等を関係者

と共有し、交通弱者が円滑に移動するためのサービス

の導入を促進した。

①地域バス路線検討会の開催　

� 　6 地域　令和 3年 3月

②先進バス交通技術研究会の開催� 　令和 3年 2月

③新たな交通サービスの導入に向けたセミナーの開催

� 　　令和 3年 1月

（ 159,890）

【交通政策課】

①③

【リニア未来創造・推進課】

②

157,126

①②③
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（予算科目　単位：千円）

産業・生活を支える交通インフラの充実

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

高齢者の交通事故
防止対策の推進

刑 事 警 察 費 　交通事故件数全体に占める高齢者の割合が増加傾向

にあることから、安全・安心な交通社会実現のため、

交通事故分析に基づいた資料を活用し、ダイレクトポ

スティング等による高齢者及びその家族に対する交通

安全情報の提供、交通事故の第一当事者となった高齢

者への個別指導及び交通事故防止啓発物品の配布を実

施するとともに、運転免許証の自主返納の周知を図り、

高齢者の交通事故防止対策を推進した。

　これにより、令和 2 年中の高齢者の交通事故が 796

件（前年比－ 249 件）と大幅に減少した。

①交通事故の第1当事者となった高齢者宅訪問指導数

� 　489 件

②戸別ローラーによる高齢者宅訪問指導数

� 　4,710 件

③運転免許証の自主返納者数

� 　2,911 人（うち高齢者 2,828 人）

④高齢者交通事故防止夜間反射材の配布数

� 　　1,400 個

⑤高齢者交通事故防止啓発のため、県薬剤師会を通じ

た薬袋押印用スタンプの薬局への配布数� 360 個

（ 1,204）

【警：交通企画課】

①②③④⑤

928

④⑤

ＪＲ中央線トンネ
ルにおける携帯電
話の不通話区間の
解消

　　　 　ＪＲ中央線利用者の利便性向上や災害時等における

通信手段を確保するため、国への要望活動を行うなど、

ＪＲ中央線のトンネルにおける携帯電話の不通話区間

の解消に取り組んだ。

　これにより、令和 2 年 7 月 31 日までに高尾・猿橋

間のトンネルにおいてサービス提供が開始されてお

り、利用者の利便性の向上等が図られた。

【情報政策課】
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災害に強い強靭な県土づくり

「山梨県総合計画」政策別実施状況

政策 2 災害に強い強靭な県土づくり 計画掲載施策数 11

【政策の基本的な考え方】

　大規模自然災害への対策として、人命の保護を最大限図るとともに、県民の財産や公

共施設の被害を最小化し、社会的に重要な機能を維持するための取り組みが必要であり、

被害が発生した場合も、迅速な復旧復興が重要となります。

　このため、道路や土砂災害防止施設の整備、河川の改修、農業生産基盤の整備、治山

施設や森林の整備などを進めるとともに、施設の老朽化対策にも取り組み、災害に強い

基盤づくりを進めます。また、平常時から、防災に関するシンポジウムの開催や啓発テ

キストの配布などを通じて、県民に防災に対する意識啓発や、知識の普及を図るととも

に、防災訓練の実施などにより県民の防災意識を高め災害発生時の対応力の強化を図り、

被害が発生した場合には、早期の再建・回復が可能となるよう被災者の支援や、生活の

基盤となるインフラの復旧に取り組みます。

令
和
2
年
度
の
主
な
取
り
組
み
状
況

項　　　　　　　目 頁 担 当 部 局

○ 災害時の避難や救援等に備えた道路の整備 P.120 県 土 整 備 部

○ 水害や土砂災害対策の推進 P.120 県土整備部　外

○ 事前防災情報の提供体制の充実 P.121 防 災 局 　 外

○ 森林の公益的機能の強化 P.122 林 政 部

○ 富士山の火山活動と防災対策に関する研究及び普及啓発の推進 P.122 防 災 局

○ 富士山火山噴火時の避難を支援する減災対策の推進 P.123 県 土 整 備 部

○ 富士山噴火に備えた広域避難体制の充実 P.123 防 災 局

○ 公共インフラ及び住宅・建築物の耐震化の促進 P.124 県土整備部　外

○ 公共土木施設等の長寿命化の推進 P.125 県土整備部　外

○ 災害時の外国人旅行者への対応強化 P.126 観 光 文 化 部

○ 消防団の充実強化への対応 P.126 防 災 局

事 

業 

費

施策・事業の実施に要した事業費（本年度までの実績額） 88,344 百万円

前年度までの事業費 40,369 百万円

本年度の事業費 47,975 百万円

戦略 5 快適「やまなし」構築戦略
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災害に強い強靭な県土づくり

（成果指標に関連する）施策名	 （成果指標担当部局名）

成　果　指　標
基 準 値

（基準年度）
A

目 標 値

（目標年度）
B

現 況 値

（現況年度）
C

進捗率（％）

5 － 2 － 1　災害時の避難や救援等に備えた道路の整備	 （県土整備部）

道路防災危険箇所の対策箇所数
20 箇

（H30 累計）

45 箇所

（R  4 累計）

35 箇所

（R  2 累計）
60.0

電線類地中化の整備延長
128 ㎞

（H30 累計）

152 ㎞

（R  4 累計）

137 ㎞

（R  2 累計）
37.5

5 － 2 － 2　水害や土砂災害対策の推進	 （県土整備部）

河川整備計画における河川の整備
率

52.0％

（H30）

61.3％

（R  4）

58％

（R  2）
64.5

砂防施設整備により土砂災害から
守られている人家戸数

約 24,000 戸

（H30）

約 24,700 戸

（R  4）

24,471 戸

（R  2）
67.3

5 － 2 － 2　水害や土砂災害対策の推進	 （農政部）

農業用水利施設等の整備済箇所数
29 箇所

（H30 累計）

41 箇所

（R  4 累計）

35 箇所

（R  2 累計）
50.0

5 － 2 － 2　水害や土砂災害対策の推進	 （林政部）

山地災害危険地区の対策地区数
2,322 地区

（H30 累計）

2,382 地区

（R  4 累計）

2,353 地区

（R  2 累計）
51.7

5 － 2 － 4　森林の公益的機能の強化	 （林政部）

森林整備の実施面積
6,124 /年

（H30）

6,400 /年

（R  4）

6,174 /年

（R  2）
18.1

5 － 2 － 5　富士山の火山活動と防災対策に関する研究及び普及啓発の推進	 （観光文化部）

防災研修会及び国際シンポジウム
の開催

各 1回

（H30）

各 1回

（R  4）

各 1回

（R  2）
－

5 － 2 － 8　公共インフラ及び住宅・建築物の耐震化の促進	 （県土整備部）

緊急輸送道路の橋梁及び跨線橋・
跨道橋の耐震化率

43％

（H30）

51％

（R  4）

48％

（R  2）
62.5

下水道管路施設の耐震化率
77％

（H30）

89％

（R  4）

81％

（R  2）
33.3

5 － 2 － 8　公共インフラ及び住宅・建築物の耐震化の促進	 （農政部）

耐震対策済の農業用ため池
35 箇所

（H30 累計）

51 箇所

（R  4 累計）

43 箇所

（R  2 累計）
50.0

C－A
B－A

×100

成
果
指
標
の
達
成
状
況
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災害に強い強靭な県土づくり

（成果指標に関連する）施策名	 （成果指標担当部局名）

成　果　指　標
基 準 値

（基準年度）
A

目 標 値

（目標年度）
B

現 況 値

（現況年度）
C

進捗率（％）

5 － 2 － 9　公共土木施設等の長寿命化の推進	 （農政部）

長寿命化対策済の農業用施設
13 箇所

（H30 累計）

32 箇所

（R  4 累計）

27 箇所

（R  2 累計）
73.7

5 － 2 － 9　公共土木施設等の長寿命化の推進	 （林政部）

長寿命化対策済の林道、治山施設
232 箇所

（H30 累計）

304 箇所

（R  4 累計）

277 箇所

（R  2 累計）
62.5

C－A
B－A

×100

成
果
指
標
の
達
成
状
況
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主要な施策の成果 （予算科目　単位：千円）

災害に強い強靭な県土づくり

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

災害時の避難や救
援等に備えた道路
の整備

道路橋りょう建設費 　近年、頻発化・激甚化する自然災害から、県民の「命」

とくらしを守るとともに、平常時・災害時を問わない

安定的な人・物の移動を確保するため、緊急輸送道路

をはじめとする道路ネットワークの機能強化を計画的

に進めた。

　これにより広域的な避難や救援活動を支える道路の

整備を推進した。

①国道 139 号上和田バイパス、国道 300 号中之倉バイ

パス等の整備

②電線類地中化� 　国道 411 号　外 21 箇所

③道路防災危険箇所の対策� 国道 300 号　外 4箇所

（ 15,500,990）

10,683,431

【道路整備課】

①

【道路管理課】

②③

【都市計画課】

②

［ 4,817,559］

①②③

道路橋りょう整備費

（ 1,361,343）

985,402

［ 375,941］

①②③

道 路 維 持 費

（ 444,565）

111,503

［ 333,062］

③

街 路 事 業 費

（ 6,499,579）

4,151,137

［ 2,348,442］

②

水害や土砂災害対
策の推進

河 川 改 良 費 　水害や土砂災害等を未然に防止し、事前防災と減災

対策を着実に進めるため、河川・砂防施設、農業用水

利施設、治山施設等の整備を推進した。

　これにより、水害や土砂災害等の未然防止対策が図

られ、安全・安心な生活に寄与した。

①水害を最小化する河川の整備

� 　　鎌田川　外 11 河川　延長 1.7 ㎞

②災害を防止する砂防施設の整備

砂防施設整備により土砂災害から守られている人

家戸数� 　471 戸増加

③水害や土砂災害を防止する農業用水利施設等の整備

� 　　大明見地区　外 5地区

④山地災害危険地区の新規対策地区� 　15 地区

（ 10,533,432）

【治 水 課】

①

【砂 防 課】

②

【耕 地 課】

③

【治山林道課】

④

6,451,974

［ 4,081,458］

①

砂防地すべり対策費

（ 9,062,190）

4,684,587

［ 4,377,603］

②

農地防災事業費

（ 1,095,740）

560,715

［ 535,025］

③

治 山 費

（ 8,582,217）

5,077,672

［ 3,504,544］

④
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（予算科目　単位：千円）

災害に強い強靭な県土づくり

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

事前防災情報の提
供体制の充実

防 災 総 務 費 　住民の防災に対する意識を高めるため、市町村と連

携して災害に関する情報提供の在り方について検討

し、地震による液状化発生の危険性が高い地域や浸水

想定区域、土砂災害警戒区域に関する情報共有と合わ

せて、市町村が住民への情報提供を円滑に実施できる

よう支援した。

　これにより、住民の防災意識及び地域防災力の向上

に寄与した。

①防災シンポジウムの開催� 　令和 2年 11 月

②地域防災リーダー養成講座� 　8 回

③新しい土砂災害発生危険基準線（ＣＬ）の運用に関

する検討

④市町村のハザードマップ＊作成支援� 1 自治体

⑤県政出張講座等を用いた意識啓発� 8 回

（ 2,215）

【防災危機管理課】

①②

【治 水 課】

④⑤

【砂 防 課】

③⑤

1,686

①②

河 川 改 良 費

（ 345,364）

159,517

［ 185,847］

④

水 防 費

（ 2,063）

1,678

⑤

砂防地すべり対策費

（ 325,323）

129,258

［ 196,065］

③⑤
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（予算科目　単位：千円）

災害に強い強靭な県土づくり

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

森林の公益的機能
の強化

緑のふるさと推進事業費 　森林環境税を活用した間伐や里山林の再生、広葉樹

植栽による森づくりを推進するとともに、伐倒駆除等

による松くい虫被害対策や台風等で被災した保安林の

機能回復のほか、企業・団体による森づくりへの支援、

山の恩恵を次代に引き継ぐ重要性の普及啓発活動等を

行った。

　これにより、森林の公益的機能の強化に寄与した。

①県森林環境税を活用した森林整備� 　626

②保安林整備事業の実施� 　484

③松くい虫による被害木の処理� 　3,844

④企業・団体による森づくり活動への支援

� 　75 企業・団体

⑤やまなしで過ごす「山の日」関連イベントの開催

� 　42 件

⑥県有林における植栽・間伐などの森林整備

� 　1,330

（ 1,151）

【林政総務課】

⑤

【森林整備課】

①③④

【県 有 林 課】

⑥

【治山林道課】

②

1,058

④⑤

造 林 費

（ 1,006,355）

580,064

［ 383,922］

①③

林業振興指導費

（ 65,980）

53,357

［ 9,115］

③

造 林 費

（恩賜県有財産特別会計）

（ 798,524）

618,221

［ 170,322］

⑥

計 画 調 査 費

（恩賜県有財産特別会計）

（ 86,477）

84,428

⑥

治 山 費

（ 291,766 ）

291,766 

②

富士山の火山活動
と防災対策に関す
る研究及び普及啓
発の推進

企 画 総 務 費 　富士山火山の全貌を解明するため、富士山の噴火履

歴や噴火シミュレーション、火山監視の高度化などを

主要な課題として調査研究を進めるとともに、他の研

究機関との連携等を推進した。

　これにより、最新の火山防災に関する知見を得ると

ともに、地元自治体や県民の富士山火山防災に対する

意識向上に寄与した。

①防災研修会開催　� 　令和 3年 1月

（ 1,426）

55

①

【火山防災対策室】

①
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（予算科目　単位：千円）

災害に強い強靭な県土づくり

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

富士山火山噴火時
の避難を支援する
減災対策の推進

　　　 　富士山の火山噴火時における生命・財産への被害軽

減、及び避難時間を最大限確保するため、「富士山火

山噴火緊急減災対策砂防計画」に基づき、ハード対策

とソフト対策からなる基本・緊急対策を迅速かつ効果

的に実施した。

①緊急対策の実施（コンクリートブロックの備蓄など）

【砂 防 課】

①

富士山噴火に備え
た広域避難体制の
充実

防 災 総 務 費 　富士山噴火に備え、地域住民が迅速かつ確実に避難

できるようにするため、市町村と連携して、地区単位

の避難のタイミングや避難経路等に関する情報を収

集・整理し、地域住民の具体的な避難行動に関するシ

ミュレーションを行った。

　また、新たな科学的知見に基づき、ハザードマップ

を改正し、火山現象を周知啓発するための溶岩流のシ

ミュレーション動画等を作成するとともに、現地対策

拠点の在り方について検討を行った。

　これにより、避難体制の充実に寄与した。

（ 18,982）

16,212

【火山防災対策室】
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（予算科目　単位：千円）

災害に強い強靭な県土づくり

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

公共インフラ及び
住宅・建築物の耐
震化の促進

道路橋りょう建設費 　地震発生後、緊急車両の通行阻害等により救援活動

や復旧活動等に大きな影響を及ぼすことのないよう、

緊急輸送道路における橋梁や下水道管路について早期

の耐震化を進めた。

　また、住宅の倒壊防止や地域住民の救助活動等に必

要となる緊急輸送道路等の避難路を確保するため、木

造住宅及び避難路沿いの建築物に対する耐震診断等へ

の支援や、啓発活動を行うことにより、住宅・建築物

の耐震化を促進した。併せて、周辺住民に影響を及ぼ

す恐れのある農業用ため池等の農業用施設の耐震化を

推進した。

　これにより、適正な施設機能の維持に寄与した。

①緊急輸送道路の橋梁及び跨線橋・跨道橋の耐震補強

化� 　12 橋

②下水道施設の耐震化� 　　2流域

③木造住宅の耐震化に関する取り組みへの支援

　　耐震診断� 　264 件

　　耐震設計� 　15 件

　　耐震改修� 　20 件

④避難路沿道建築物の耐震化に関する取り組みへの支

援

　　耐震診断� 　33 件

　　耐震設計� 　7 件

　　耐震改修� 　18 件

⑤農業用施設の耐震化� 　東村地区　外 14 地区

（ 3,402,959）

2,248,095

【道路管理課】

①

【下 水 道 室】

②

【建築住宅課】

③④

【耕 地 課】

⑤

［ 1,154,864］

①

流域下水道建設費

（ 183,279 ）

38,259 

［ 145,020 ］

②

住 宅 総 務 費

（ 256,095）

102,487

［ 6,615］

③④

農地防災事業費

（ 2,188,128）

1,059,982

［ 1,118,546］

⑤
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（予算科目　単位：千円）

災害に強い強靭な県土づくり

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

公共土木施設等の
長寿命化の推進

　公共土木施設等を長期にわたり機能維持するため、

適切な時期に点検、補修、改修等を行うほか、ＩＣＴ

や最新技術の活用等により、従来の手法より更に効率

的・効果的な長寿命化への取り組みを推進した。

　これにより、道路橋梁、河川・ダム施設、砂防施設、

公園施設、下水道施設、県営住宅、農業用施設及び治

山・林道施設の長寿命化が図られ、適正な施設機能の

維持に寄与した。

①定期点検により補修が必要と判明した橋梁の補修に

よる道路橋梁の長寿命化

②河川・ダム施設の長寿命化　

　　河口湖水門� 外 4 施設

　　広瀬ダム、塩川ダム及び深城ダム

③砂防施設の長寿命化　日川　� 外 28 箇所

④公園施設に関する長寿命化

� 　小瀬スポーツ公園　外 9公園

⑤下水道施設の長寿命化� 　4 流域

⑥県営住宅の長寿命化　　

　　建替　玉川団地� 外 6 団地

　　改善　貢川団地� 外 16 団地

⑦農業用施設の長寿命化

　　釜無川右岸地区　� 外 7 地区

⑧林道、治山施設の長寿命化の推進

　　林道施設　� 　12 箇所

　　治山施設　� 　8 箇所

【道路管理課】

①

【治 水 課】

②

【砂 防 課】

③

【都市計画課】

④

【下 水 道 室】

⑤

【住宅対策室】

⑥

【耕 地 課】

⑦

【治山林道課】

⑧

道路橋りょう建設費
（ 2,713,341）

1,883,065
［ 830,276］
①
河 川 改 良 費
（ 408,845）

255,345
［ 153,500］
②
ダ ム 建 設 費
（ 1,516,478）

493,819
［ 1,000,759］
②
砂防地すべり対策費
（ 2,309,869）

999,758
［ 1,310,111］
③
公 園 費
（ 3,171,759）

1,878,372
［ 1,293,387］
④
流域下水道建設費
（ 1,896,838 ）

1,523,630 
［ 373,208 ］
⑤
住 宅 建 設 費
（ 1,069,016）

874,906
［ 189,390］
⑥
土 地 改 良 費
（ 985,463）

597,278
［ 388,180］
⑦
農地防災事業費
（ 1,107,138）

390,124
［ 717,014］
⑦
林 道 費
（ 529,340 ）

529,340 
⑧
林 道 費

（恩賜県有財産特別会計）
（ 419,066 ）

419,066 
⑧
治 山 費
（ 29,189 ）

29,189 
⑧
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（予算科目　単位：千円）

災害に強い強靭な県土づくり

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

災害時の外国人旅
行者への対応強化

観 光 宣 伝 費 　増加が続く外国人旅行者が本県を安心して訪れても

らうため、災害時多言語支援センターの設置や外国人

旅行者への防災・災害情報の発信強化など、災害時の

外国人旅行者への対応強化を図った。

　これにより、災害時の外国人観光客等支援体制が強

化された。

①防災ポータルサイトの多言語化への改修

� 　令和 2年 9月

②災害時外国人旅行者向けフードコミュニケーション

カードの作成、配布� 　令和 3年 2月

③研修会の実施� 　4 回

（ 7,795）

【観光振興課】

①②③

7,626

①②③

消防団の充実強化
への対応

消 防 指 導 費 　災害が大規模化・多様化する中、消防団を中核とし

た地域防災力の充実強化を図るため、サラリーマン団

員等多様な消防団員の確保策について検討を行い、市

町村における団員確保の取り組みを支援した。

　これにより、消防団の充実強化に寄与した。

①サラリーマン団員・機能別団員活躍推進検討会報告

書取りまとめ

（ 122）

【消防保安課】

①

48

①
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良好な生活環境と地域を支えるコミュニティづくり

「山梨県総合計画」政策別実施状況

政策 3 良好な生活環境と地域を支えるコミュニティづくり 計画掲載施策数 15

【政策の基本的な考え方】

　快適な生活環境の創出・維持のためには、人と人がつながり、日常生活の場となる地

域コミュニティの活性化が重要であるため、地域で生まれ育った人も移住者も含め誰も

がコミュニティの一員として定着するための支援や、様々な主体による地域活性化への

支援、地域における防犯対策などが重要です。また、生活環境の保全のため、空き家対

策や廃棄物対策、良好な景観づくりなどにも取り組んで行く必要があります。さらに、

過疎地域などの条件不利地域においても県民が暮らしたい場所で暮らし続けることがで

きるよう、市町村等を支援し、国の進める小さな拠点の形成などにより、集落機能の維

持など活力ある地域づくりを図る必要があります。

　このため、市町村等と連携して、移住者などに対して、きめ細かな支援を行う体制を

整え、各地域への定着を進めるほか、防犯対策や空き家対策、廃棄物対策など暮らしや

すい地域づくり、良好な景観の保全などによるまちづくりを進めます。

令
和
2
年
度
の
主
な
取
り
組
み
状
況

項　　　　　　　目 頁 担 当 部 局

○ 移住者等のコミュニティ定着に向けた支援 P.129 リニア未来創造局

○ 多様な主体の交流・連携による地域づくりの推進 P.129 県 民 生 活 部

○ 心豊かな青少年の育成 P.130 教 育 委 員 会

○ 空き家対策の推進 P.130 県 土 整 備 部

○ 持続的・発展的な地域の景観づくりの推進 P.131 県 土 整 備 部

○ 緑豊かで快適な生活空間の創出 P.131 林 政 部

○ ごみ処理の広域化の推進 P.132 環境・エネルギー部

○ 不法投棄の防止の推進 P.132 環境・エネルギー部

○ 安全・安心な道路環境の確保 P.133 県 土 整 備 部

○ 安全・安心なまちづくりの推進 P.133 県民生活部　外

○ 電話詐欺（特殊詐欺）の被害防止対策の推進 P.134 警 察 本 部

○ 消費者施策の総合的な推進 P.134 県 民 生 活 部

○ 食の安全・安心確保、食育の推進及び食品ロスの削減 P.134 県 民 生 活 部

○ 人と動物の共生社会の推進 P.135 福 祉 保 健 部

○ 北富士演習場対策の推進 P.135 県 民 生 活 部

事 

業 

費

施策・事業の実施に要した事業費（本年度までの実績額） 3,176 百万円

前年度までの事業費 1,242 百万円

本年度の事業費 1,934 百万円

戦略 5 快適「やまなし」構築戦略
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成
果
指
標
の
達
成
状
況

（成果指標に関連する）施策名	 （成果指標担当部局名）

成　果　指　標
基 準 値

（基準年度）
A

目 標 値

（目標年度）
B

現 況 値

（現況年度）
C

進捗率（%）

5 － 3 － 1　移住者等コミュニティ定着に向けた支援	 （リニア未来創造局）

移住コンシェルジュチーム形成市
町村数

11 市町村

（H30）

27 市町村

（R  4）

13 市町村

（R  2）
12.5

5 － 3 － 3　心豊かな青少年の育成	 （教育委員会）

中心市街地等の活性化に取り組む
事業の実行委員会に参画する若者
の人数

－
60 人

（R  1 ～ 4 累計）

59 人

（R  1 ～ 2 累計）
98.3

やまなし少年海洋道中への累計参
加者数

－
200 人

（R  1 ～ 4 累計）

49 人

（R  1 ～ 2 累計）
24.5

5 － 3 － 6　緑豊かで快適な生活空間の創出	 （林政部）

緑化相談件数
1,691 件/年

（H30）

1,930 件/年

（R  4）

1,102 件/年

（R  2）
△ 246.4

5 － 3 － 10　安全・安心なまちづくりの推進	 （警察本部）

合同パトロールの実施回数
288 回

（H30）

288 回

（R  4）

403 回

（R  2）
－

5 － 3 － 12　消費者施策の総合的な推進	 （県民生活部）

県民生活センターにおける消費生
活相談件数

4,643 件/年

（H30）

同水準を維持

（R  4）

3,712 件/年

（R  2）
－

5 － 3 － 13　食の安全・安心確保、食育の推進及び食品ロスの削減	 （県民生活部）

食の安全・安心ポータルサイトア
クセス数

11,589 件/年

（H30）

12,000 件/年

（R  3）

6,978 件/年

（R  2）
△ 1,122

5 － 3 － 14　人と動物の共生社会の推進	 （福祉保健部）

犬猫の引取り数
1,163 頭/年

（H30）

620 頭/年

（R  4）

774 頭/年

（R  2）
71.6

C－A
B－A

×100
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主要な施策の成果

良好な生活環境と地域を支えるコミュニティづくり

（予算科目　単位：千円）

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

移住者等のコミュ
ニティ定着に向け
た支援

企 画 総 務 費 　本県への移住者の定住支援や県内高校生の県内定着

に向けた支援等を行うための県内拠点として、「ふる

さと山梨定住機構」を運営した。

　また、移住者に対し地域の実情に応じた手厚い定住

支援が行われるよう、市町村と団体等の連携による「移

住コンシェルジュチーム」の形成と活動の活性化を図

るなど、コミュニティを担う「ひと」の定着に向けた

支援体制の強化に取り組んだ。

　これにより、本県への移住者の定住促進に寄与する

とともに、県内高校生の県内定着への意識付けができた。

①ふるさと山梨定住機構による支援�　相談件数 327 件

②帰省期間ＵＩターン相談会の実施　

� 　2 回　参加者 14 人

③高校生向けセミナーの実施　

� 　7 校　参加者 1,043 人

④移住コンシェルジュチームへの研修会の開催

� 　2 回　参加者 48 人

⑤地域の交流活動への支援� 　3 回

（ 10,374）

5,858

【二拠点居住推進課】

①②③④⑤

①②③④⑤

多様な主体の交
流・連携による地
域づくりの推進

住みよい地域づくり推進費 　多様な主体が交流・連携し、起業・創業、社会貢献

活動など、地域経済の活性化と地域課題の解決に向け

た住民の主体的な参画を図るため、地域コミュニティ

の活性化に資する中核的な拠点となる「やまなし地域

づくり交流センター」を整備した。

　これにより、多様な主体の交流・連携による地域づ

くりの推進に向けた環境整備に寄与した。

①改修工事� 　令和 2年 6月～令和 3年 3月

（ 592,039）

581,251

【県民安全協働課】

①

①
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（予算科目　単位：千円）

良好な生活環境と地域を支えるコミュニティづくり

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

心豊かな青少年の
育成

青少年総合対策費 　心豊かな青少年の育成を図るため、関わりの深い業

界・民間団体・行政機関等が協力し、青少年の健全育

成に向けた取り組みや、学校・家庭・地域が連携した

人間関係や社会性の育成、体験活動の充実など、将来

の地域リーダーを育む取り組みを実施した。

　これにより、県民全体で青少年の健全育成に取り組

む機運を高めるとともに、青少年の非行・被害防止に

寄与した。

①県立八ヶ岳少年自然の家の運営� 利用者14,621人

②青少年育成山梨県民会議の活動支援� 　4 回

③青少年社会環境健全化推進会議の開催

� 　令和 2年 8月

④青少年社会環境健全化推進キャンペーン

� 　　令和 2年 8月実施　25 団体参加

⑤やまなし若者まちづくりチャレンジ協働事業　

　　実行委員� 　29 人

　　実行委員会� 　11 回

（ 4,456）

【生涯学習課】

①②③④⑤

3,980

②③④

社会教育振興費

（ 303,832）

303,516

⑤

少年自然の家費

（ 95,757）

95,567

①

空き家対策の推進 住 宅 総 務 費 　老朽化した危険な空き家等の除却や、空き家の利活

用を促進するため、対策の実施主体である市町村への

情報提供や技術・財政支援、市町村間の連絡調整等を

行った。

　これにより、市町村における空き家対策の推進に寄

与した。

①専門家団体と連携した相談体制の構築

②空き家等対策市町村連絡調整会議の開催� 　4 回

③市町村における除却、利活用事業への助成� 6 市町

④既存住宅状況調査を実施した者への助成� 　27 件

⑤官民連携による空き家利活用の促進

� 認定事業　6事業

� 補助金交付決定　4件

【建築住宅課】

④

【住宅対策室】

①②③⑤

（ 16,805）

4,314

③④⑤

企 画 総 務 費

（ 110,000）

［ 109,980］

⑤
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（予算科目　単位：千円）

良好な生活環境と地域を支えるコミュニティづくり

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

持続的・発展的な
地域の景観づくり
の推進

土 木 総 務 費 　快適な生活環境を創出・維持するため、地域の景観

づくり活動を活性化するとともに、景観に関する意識の

向上を図る取り組みにより、地域の魅力向上に努めた。

　また、公共事業において景観に配慮した設計を行う

ことができるよう、事業の設計段階から景観アドバイ

ザーによる専門知識の活用を図り、積極的に良好な景

観づくりを推進した。

　これにより、景観づくり活動を行う住民団体等の景

観に関する意識の向上が図られるとともに、景観に配

慮した公共事業の推進に寄与した。

①地域景観リーダー講習会の開催� 　4 回

②美しい県土づくり推進大会の開催

� 　令和 2年 11 月　参加者 108 人

③景観アドバイザー会議の開催� 　5 回

（ 1,740 ）

1,382 

【景観づくり推進室】

①②③

①②

緑豊かで快適な生
活空間の創出

緑のふるさと推進事業費 　市街地や公共施設など身近な環境の緑化を推進する

ため、緑化樹の養成と公共施設への配布や、県民が緑

化について学習する機会の提供、緑化相談等を行った。

　これにより、緑豊かで快適な生活環境の創出に寄与

した。

①緑化樹の配布� 　5 箇所　198 本

②緑の教室実施� 　50 回　796 人

③緑化相談　� 　1,102 件

（ 30,865 ）

【森林整備課】

①②③

30,756 

①②③
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（予算科目　単位：千円）

良好な生活環境と地域を支えるコミュニティづくり

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

ごみ処理の広域化
の推進

　　　 　広域化が必要な 2ブロックに対し、県が策定したご

み処理広域化計画に基づき、市町村への技術的支援や

情報提供、市町村間の調整、県民等に対する意識啓発

活動など、集約化による廃棄物処理施設の整備を計画

的に進めるための支援を実施した。

　これにより、ごみ処理の広域化の推進に寄与した。

①Ａブロック（峡北・中巨摩・峡南）　

　　中央市浅利地区に建設地決定� 　令和元年 10 月

　　山梨西部広域環境組合の設立� 　令和 2年 2 月

　　循環型社会形成推進地域計画の提出

� 　令和 2年 11 月

②Ｂブロック（富士北麓・東部）

　　西桂町小沼地区に建設地決定� 　令和 2年 10 月

【環境整備課】

①②

不法投棄の防止の
推進

環境衛生指導費 　不法投棄の早期発見や未然防止を図るため、県や市

町村・関係団体が連携し、一体となった監視活動の充

実強化に努めた。

　また、不法投棄を許さないという県民の意識の高揚

を図るため、不法投棄監視ウィークや、産業廃棄物適

正処理月間など、様々な機会を通じ、より一層充実し

た啓発活動を進めた。

　これにより、不法投棄の防止に寄与した。

①監視パトロール等の実施

　　休日・夜間監視パトロール� 　100 回

　　廃棄物対策連絡協議会による監視・指導� 　通年

②事業者団体との不法投棄の情報提供に関する協定の

締結� 　11 団体

③県民への普及啓発の実施

　　不法投棄監視協力員の登録� 　848 人

④ＮＰＯ等による富士山クリーンアップ事業への支援

� 　通年

（ 18,319）

【環境整備課】

①②③④

17,929

①②③④

― 132 ―



（予算科目　単位：千円）

良好な生活環境と地域を支えるコミュニティづくり

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

安全・安心な道路
環境の確保

道路橋りょう建設費 　安全安心な歩行空間を確保するために、歩道の新設

や拡幅、段差解消等のユニバーサルデザイン化、生活

道路の交通安全対策について取り組んだ。特に、通学

路及び未就学児を中心に子どもが日常的に集団で移動

する経路については、定期的に合同点検を行い、子ど

もの安全な通行を確保するための道路交通安全環境の

整備を推進した。

　これにより、安全・安心な道路環境の確保が図られた。

①安全安心な歩行空間を確保するための補修及び整

備

（ 1,452,618）

【道路管理課】

①

795,038

［ 657,580］

①

安全・安心なまち
づくりの推進

住みよい地域づくり推進費 　県民一人ひとりの防犯意識の高揚を図り、地域にお

ける主体的な自主防犯活動が維持、促進されるよう施

策を総合的に推進した。

　これにより、安全・安心なまちづくりの推進が図ら

れた。

①安全・安心なまちづくり表彰の実施

� 　令和 2年 10 月　4団体

②青色回転灯の貸与� 　24 件

③合同パトロールの実施� 　403 回

④安全・安心なまちづくり情報誌の作成

� 　27,000 部× 2回

⑤スクールガード・リーダー実施市町村� 14 市町村

（ 612）

【県民安全協働課】

①④

【保健体育課】

⑤

【警：生活安全企画課】

②③

612

①④

体 育 振 興 費

（ 2,294）

1,670

⑤

刑 事 警 察 費

（ 430）

406

②③
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（予算科目　単位：千円）

良好な生活環境と地域を支えるコミュニティづくり

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

電話詐欺（特殊詐
欺）の被害防止対
策の推進

刑 事 警 察 費 　電話詐欺の被害者に占める割合が高い高齢者を始

め、その家族や高齢者を取り巻く周辺者に対し、電話

に潜む危険性や犯行手口の注意点、予防対策等を周知

するなど、社会全体で被害防止対策を推進した。

　これにより、電話詐欺被害防止に対する意識が高ま

り、県民の財産の保護に寄与した。

①戸別ローラーによる高齢者宅訪問指導数� 4,710 件

②被害阻止（令和 2年中）� 　74 件（94,517,474 円）

③簡易型自動録音機の配付� 　2,500 個

④電話詐欺被害防止対策用チラシの作成、配付数

� 　5,000 枚

⑤電話詐欺被害防止啓発のため、県薬剤師会を通じた

薬袋押印用スタンプの薬局への配布数� 　360 個

⑥各種情報発信� 　通年

（ 1,415）

1,315

【警：生活安全企画課】

①②③④⑤⑥

【警：組織犯罪対策課】

③④

消費者施策の総合
的な推進

消費者行政費 　消費者を取り巻く環境の変化や新たな課題等に対応

し、安全で安心な県民生活の実現を図るため、消費者

相談窓口の充実など、複雑・多様化する消費者をめぐ

る問題の解決に向けた取り組みを実施するとともに、

消費者施策の基本方針となる計画を策定した。

　これにより、消費生活相談への対応力の強化が図ら

れるとともに、消費者行政の推進体制の充実に寄与した。

①「第 2次山梨県消費者基本計画」の策定

� 　令和 3年 3月

②消費生活相談員レベルアップ研修の開催� 　6 回

（ 40,664）

【県民安全協働課】

①②

36,359

①

県民生活センター費

（ 34,181）

31,529

②

食の安全・安心確
保、食育の推進及
び食品ロスの削減

消費者行政費 　全ての県民が生涯を通じ、心身ともに安全かつ健康

に暮らすことができる地域社会を実現するため、食の

安全・安心確保対策を実施するとともに、食育県民運

動及び食品ロス削減を推進するための基本方針となる

計画を策定した。

　これにより、食の安全・安心確保対策、食育及び食

品ロス削減の推進に寄与した。

①広域食品表示合同調査の実施� 　4 回

②食品ロス削減に関する意識調査

� 　令和 2年 6月～ 7月

③「第 4次やまなし食育推進計画」の策定

� 　令和 3年 3月

（ 11,544）

9,142

【県民安全協働課】

①②③

①②③
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（予算科目　単位：千円）

良好な生活環境と地域を支えるコミュニティづくり

施　 策 　名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

人と動物の共生社
会の推進

環境衛生指導費 　動物の殺処分を減少させ、人と動物が調和し共生す

る社会を実現させるため、動物愛護精神を醸成するた

めの事業に取り組んだ。

　これにより、人と動物の共生社会の推進に寄与した。

①飼い主のいない猫不妊・去勢手術助成補助

� 　不妊 42 匹　去勢 13 匹

②子猫のミルクボランティアの確保

� 　登録 20 名 2 団体、委託 93 匹

③収容犬・猫の譲渡� 　犬 109 匹、猫 257 匹

（ 11,899）

【衛生薬務課】

①②③

10,611

①②③

北富士演習場対策
の推進

企 画 総 務 費 　北富士演習場の基本姿勢に則り、演習場使用に関す

る様々な問題を解決するため、県と所在市村等関係者

で構成する北富士演習場対策協議会による協議・調整

及び国との交渉、並びに周辺整備事業等の推進に係る

調整を実施した。

　これにより、北富士演習場の安定的使用と周辺地域

の発展の両立に寄与した。

①北富士演習場対策協議会での協議� 　1 回

②演習場賃料及び林野雑産物損失補償等に関する国と

の協議� 　4 回

③渉外関係主要都道府県知事連絡協議会を通じての国

への要請活動� 　令和 2年 8月

④周辺整備事業等の推進に係る調整

（ 3,241）

【北富士演習場対策課】

①②③④

2,052

①②③④
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